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厚生労働省 

青 森 労 働 局 
ひと､くらし､みらいのために 

 

 

令和元年 10 月の青森県の雇用失業情勢について 
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青森県 有効求人数 青森県 有効求職者数 青森県 有効求人倍率 全国 有効求人倍率

令和元年１１月２９日（金） 

午前８：３０解禁 

○求人と求職の動向  【P2・第 1 表、P7 参照】 
・有効求人倍率（季節調整値）は１．１９倍で、前月と比べて０．０３ポイント低下。 

⇒平成 28 年 3 月以降、44 ヵ月連続で 1 倍を超えている。 
・有効求人数（季節調整値）は２７，７０９人で、前月と比べて２．３％（653 人）減少。 
・有効求職者数（季節調整値）は２３，２２４人で、前月と比べて０．４％（91 人）減少。 
・新規求人倍率（季節調整値）は１．７５倍で、前月と比べて０．０７ポイント上昇。 

⇒平成 25 年 6 月以降、77 ヵ月連続 1 倍以上で推移している。 
・新規求人数（季節調整値）は１０，５０８人で、前月と比べて３．７％（374 人）増加。 
・新規求職申込件数（季節調整値）は６，０１７人で、前月と比べて０．０２％（1 件）減少。 

○青森県内の雇用失業情勢は、改善の動きが落ち着いている。 

【照会先】 
青 森 労 働 局 職 業 安 定 部 
職 業 安 定 部 長 井上 靖治 
地方労働市場情報官  南  士氏 

電話 ０１７（７２１）２０００ 

（注）月別の数値は季節調整値、年度平均は原数値である。 
季節調整値は、天候や社会的習慣により毎年季節的に繰り返される一年周期の変動（季節変動）を除去した数値。原数値は、季節調整していない数値。 

（注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12ARIMA)による。なお、平成 30 年 12 月以前の数値は、平成 31 年 1 月分公表時に新季節指数により改訂されている。     

（人） （倍） 

○新規求人数、就職件数、正社員求人の動き【原数値】  ※▲は減少・低下である。 
項    目 令和元年 10 月 前年同月 前年同月差 前年同月比 参照資料 

新規求人数（人） １０，９０６ １１，８９９ ▲９９３ ▲８．３％ P2・第１表 

就職件数（件） ２，４７６ ２，６０７ ▲１３１ ▲５．０％ P2・第１表 

正社員有効求人倍率（倍） ０．９２ ０．９４ ▲０．０２Pt － P9 

正社員有効求人数（人）（構成比） １２，６７２（43.7％） １３，４５７（41.8％） ▲７８５ ▲５．８％ P9 

・新規求人を産業別にみると、サービス業（1,451 人; 前年同月比 216 人･17.5％）、医療,福祉（2,629 人; 同 6 人・0.2％）等で増

加し、卸売,小売業（1,916 人;同▲318 人･▲14.2％）、建設業（1,405 人;同▲181 人･▲11.4％）、製造業（814 人;同▲142 人･▲

14.9％）等で減少した。【P4・第 3表‐1参照】 

○参考指標【季節調整値】  ※▲は低下である。 
項    目 令和元年 10 月 前  月 前 月 比 参照資料 

就業地別有効求人倍率（倍） １．３１ １．３４ ▲０．０３Pt 業務取扱月報 P7  



第１表　一般職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

対前年同月 季節調整値

元 年 元 年 ３０ 年 増減率、差 対　前　月

１０ 月 ９ 月 １０ 月 増減率、差

(%、ﾎﾟｲﾝﾄ) (%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　月間有効求職者数　（人） 21,457 21,555 21,972 ▲ 2.3 ▲ 0.4

 2　新規求職申込件数　（件） 5,113 4,968 5,692 ▲ 10.2 ▲ 0.0

 3　月間有効求人数　　（人） 29,009 28,986 32,211 ▲ 9.9 ▲ 2.3

全  4　新規求人数　　　　（人） 10,906 10,597 11,899 ▲ 8.3 3.7

 5　就職件数　　　　　（件） 2,476 2,269 2,607 ▲ 5.0

 6　有効求人倍率(3/1) （倍） 1.35 1.34 1.47 ▲ 0.12

  
　　　季節調整値 1.19 1.22 1.30 ▲ 0.03

数  7　新規求人倍率(4/2) （倍） 2.13 2.13 2.09 0.04

　　　季節調整値 1.75 1.68 1.74 0.07

 8　就職率(5/2×100)  （％） 48.4 45.7 45.8 2.6

 9　充足率            （％） 21.0 20.1 20.4 0.6

10　月間有効求職者数　（人） 21,255 21,322 21,706 ▲ 2.1

11　新規求職申込件数　（件） 4,999 4,874 5,544 ▲ 9.8

常 12　月間有効求人数　　（人） 25,411 25,625 28,296 ▲ 10.2

13　新規求人数　　　　（人） 9,260 9,052 10,289 ▲ 10.0

14　就職件数　　　　　（件） 2,132 1,980 2,285 ▲ 6.7

15　有効求人倍率(12/10)(倍) 1.20 1.20 1.30 ▲ 0.10

用 16　新規求人倍率(13/11)(倍) 1.85 1.86 1.86 ▲ 0.01

17　就職率(14/11×100)（％） 42.6 40.6 41.2 1.4

18　充足率            （％） 21.7 20.8 21.1 0.6

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、平成30年12月以前の数値は新季節指数により改訂され

　　　　ている。

       2. ▲は減少である。

【網かけ以外は原数値：項目１～４の季節調整値はP７参照】 令和元年１０月

年　月　

　項　目
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第２表　雇用形態別常用職業紹介状況（新規学卒者を除く）

令和元年１０月

対前年同月

元 年 元 年 ３０ 年 増減率、差

１０ 月 ９ 月 １０ 月

(%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　月間有効求職者数　（人） 13,817 13,818 14,309 ▲ 3.4

 2　新規求職申込件数　（件） 3,419 3,286 3,796 ▲ 9.9

 3　月間有効求人数　　（人） 16,719 16,780 18,081 ▲ 7.5

 4　新規求人数　　　　（人） 6,069 5,771 6,447 ▲ 5.9

 5　就職件数　　　　　（件） 1,380 1,272 1,488 ▲ 7.3

 6　有効求人倍率(3/1) （倍） 1.21 1.21 1.26 ▲ 0.05

 7　新規求人倍率(4/2) （倍） 1.78 1.76 1.70 0.08

 8　就職率(5/2×100)  （％） 40.4 38.7 39.2 1.2

 9　充足率            （％） 21.2 21.0 21.9 ▲ 0.7

10　月間有効求人数　　（人） 12,672 12,578 13,457 ▲ 5.8

正 11　新規求人数　　　　（人） 4,595 4,399 4,792 ▲ 4.1

社 12　就職件数　　　　　（件） 996 927 1,051 ▲ 5.2

員 13　有効求人倍率(10/1) (倍) 0.92 0.91 0.94 ▲ 0.02

14　充足率            （％） 20.2 19.9 20.8 ▲ 0.6

15　月間有効求職者数　（人） 7,438 7,504 7,397 0.6

16　新規求職申込件数　（件） 1,580 1,588 1,748 ▲ 9.6

17　月間有効求人数　　（人） 8,692 8,845 10,215 ▲ 14.9

18　新規求人数　　　　（人） 3,191 3,281 3,842 ▲ 16.9

19　就職件数　　　　　（件） 752 708 797 ▲ 5.6

20　有効求人倍率(17/15)(倍) 1.17 21.10 1.38 ▲ 0.21

21　新規求人倍率(18/16)(倍) 2.02 2.07 2.20 ▲ 0.18

22　就職率(19/16×100)（％） 47.6 44.6 45.6 2.0

23　充足率            （％） 22.6 20.6 19.9 2.7

（注） 1.　▲は減少である。

       2.　正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出して

         いるが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密

         な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

【原数値】

年　月　

　項　目
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新規求人数 （人） 対前年同月比 （％）

パート除く パートタイム パート除く パートタイム

産 Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 198 134 64 12.5 0.8 48.8

業 Ｃ　鉱業,採石業,砂利採取業（05）　　　　　 4 3 1 -20.0 -25.0 0.0

別 Ｄ　建設業（06～08）　　　　 1,405 1,360 45 -11.4 -10.9 -23.7

　　06　総合工事業　　 819 789 30 -13.3 -12.9 -23.1

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 814 614 200 -14.9 -16.6 -9.1

　　09　食料品製造業　　　　 367 252 115 -4.4 -2.7 -8.0

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 19 16 3 11.8 0.0 200.0

　　11　繊維工業　　　　　 89 67 22 -26.4 -28.0 -21.4

　　12　木材・木製品製造業（家具を除く）　 21 20 1 200.0 185.7 -

　　13　家具・装備品製造業　　 2 2 0 -71.4 -66.7 -

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 17 15 2 -29.2 -6.3 -75.0

　　15　印刷・同関連業　 27 13 14 35.0 18.2 55.6

　　16　化学工業 4 4 0 -50.0 -42.9 -

　　17　石油製品・石炭製品製造業 1 1 0 -50.0 0.0 -

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1 1 0 -50.0 -50.0 -

　　19　ゴム製品製造業 0 0 0 - - -

　　21　窯業・土石製品製造業 24 23 1 -25.0 -25.8 0.0

　　22　鉄鋼業 11 11 0 22.2 83.3 -

　　23　非鉄金属製造業 21 15 6 133.3 87.5 500.0

　　24　金属製品製造業 47 44 3 -52.5 -52.2 -57.1

　　25　はん用機械器具製造業 19 19 21 35.7 46.2 -

　　26　生産用機械器具製造業　 17 14 3 6.3 7.7 0.0

　　27　業務用機械器具製造業　　 19 19 0 -9.5 26.7 -

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 52 47 5 -22.4 -16.1 -54.5

　　29　電気機械器具製造業 41 18 23 20.6 -33.3 228.6

　　30　情報通信機械器具製造業　　　　 3 2 1 -80.0 -80.0 -80.0

　　31　輸送用機械器具製造業 6 6 0 -81.3 -81.3 -

　　20,32 その他の製造業 6 5 1 -33.3 -37.5 0.0

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業（33～36）　 8 2 6 -57.9 -66.7 -53.8

Ｇ　情報通信業（37～41） 69 48 21 -16.9 -30.4 50.0

　　39　情報サービス業 43 29 14 2.4 -6.5 27.3

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 562 400 162 -9.8 4.7 -32.8

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 1,916 814 1,102 -14.2 -14.5 -14.0

　　50～55　卸売業 411 302 109 -7.6 10.2 -36.3

　　56～61　小売業 1,505 512 993 -15.9 -24.5 -10.6

　　56　各種商品小売業　　　 111 4 107 -27.5 -66.7 -24.1

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 83 57 26 -32.5 -31.3 -35.0

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 120 85 35 -31.4 -5.6 -58.8

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 163 115 48 5.2 -6.5 50.0

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 775 200 575 -21.2 -28.3 -18.3

　　76　飲食店　　　 568 127 441 -17.6 -30.6 -12.8

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 295 92 203 -10.9 -30.8 2.5

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 152 70 82 -28.6 -17.6 -35.9

Ｐ　医療,福祉（83～85） 2,629 1,723 906 0.2 3.3 -5.1

　　83　医療業 814 540 274 0.2 -3.9 9.6

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 1,815 1,183 632 0.3 7.2 -10.4

Ｑ　複合サービス事業（86,87） 92 57 35 -56.8 -26.0 -74.3

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 1,451 978 473 17.5 28.7 -0.4

　　91　職業紹介・労働者派遣業 584 499 85 56.1 62.5 26.9

　　92　その他の事業サービス業 657 305 352 -2.5 -0.7 -4.1

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 170 119 51 2.4 15.5 -19.0

10,906 6,871 4,035 -8.3 -4.7 -13.9

規 ２９人以下 6,981 4,394 2,587 -9.9 -4.1 -18.3

模 ３０～９９人 2,522 1,679 843 -14.0 -9.5 -21.8

別 １００～２９９人 1,055 530 525 25.1 -6.7 90.9

３００～４９９人 119 76 43 -43.9 11.8 -70.1

５００～９９９人 109 91 18 31.3 35.8 12.5

１，０００人以上 120 101 19 55.8 46.4 137.5

（注）　平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

第３表－１　 産業別、規模別一般新規求人状況（新規学卒者を除く）
令和元年１０月

全　数 全　数

合　　　　　　　　計
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新規求人数 （人） 対前年同月比 （％）

常　用 臨時・季節 常　用 臨時・季節

産 Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 134 82 52 0.8 -1.2 4.0

業 Ｃ　鉱業,採石業,砂利採取業（05）　　　　　 3 3 0 -25.0 -25.0 -

別 Ｄ　建設業（06～08）　　　　 1,360 1,303 57 -10.9 -9.1 -38.7

　　06　総合工事業　　 789 748 41 -12.9 -10.6 -40.6

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 614 540 74 -16.6 -18.1 -3.9

　　09　食料品製造業　　　　 252 187 65 -2.7 -3.6 0.0

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 16 13 3 0.0 8.3 -25.0

 　　11　繊維工業　　　　　 67 63 4 -28.0 -30.8 100.0

　　12　木材・木製品製造業（家具を除く）　 20 20 0 185.7 185.7 -

　　13　家具・装備品製造業　　 2 2 0 -66.7 -66.7 -

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 15 15 0 -6.3 0.0 -

　　15　印刷・同関連業　 13 13 0 18.2 18.2 -

　　16　化学工業 4 4 0 -42.9 -42.9 -

　　17　石油製品・石炭製品製造業 1 1 0 0.0 0.0 -

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1 0 1 -50.0 - -

　　19　ゴム製品製造業 0 0 0 - - -

　　21　窯業・土石製品製造業 23 23 0 -25.8 -25.8 -

　　22　鉄鋼業 11 11 0 83.3 83.3 -

　　23　非鉄金属製造業 15 15 0 87.5 87.5 -

　　24　金属製品製造業 44 44 0 -52.2 -52.2 -

　　25　はん用機械器具製造業 19 19 21 46.2 46.2 -

　　26　生産用機械器具製造業　 14 14 0 7.7 7.7 -

　　27　業務用機械器具製造業　　 19 19 0 26.7 35.7 -

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 47 46 1 -16.1 -16.4 0.0

　　29　電気機械器具製造業 18 18 0 -33.3 -30.8 -

　　30　情報通信機械器具製造業　　　　 2 2 0 -80.0 -80.0 -

　　31　輸送用機械器具製造業 6 6 0 -81.3 -81.3 -

　　20,32 その他の製造業 5 5 0 -37.5 -37.5 -

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業（33～36）　 2 0 2 -66.7 - -33.3

Ｇ　情報通信業（37～41） 48 47 1 -30.4 0.0 -95.5

　　39　情報サービス業 29 29 0 -6.5 38.1 -

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 400 379 21 4.7 7.1 -25.0

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 814 766 48 -14.5 -15.0 -5.9

　　50～55　卸売業 302 268 34 10.2 8.5 25.9

　　56～61　小売業 512 498 14 -24.5 -23.9 -41.7

　　56　各種商品小売業　　　 4 2 2 -66.7 -71.4 -60.0

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 57 55 2 -31.3 -25.7 -77.8

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 85 82 3 -5.6 -7.9 200.0

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 115 102 13 -6.5 -1.0 -35.0

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 200 199 1 -28.3 -26.8 -85.7

　　76　飲食店　　　 127 127 0 -30.6 -29.1 -

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 92 90 2 -30.8 -31.8 100.0

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 70 65 5 -17.6 -20.7 66.7

Ｐ　医療,福祉（83～85） 1,723 1,692 31 3.3 3.1 14.8

　　83　医療業 540 520 20 -3.9 -4.2 5.3

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 1,183 1,172 11 7.2 6.9 37.5

Ｑ　複合サービス事業（86,87） 57 44 13 -26.0 -37.1 85.7

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 978 550 428 28.7 24.7 34.2

　　91　職業紹介・労働者派遣業 499 112 387 62.5 111.3 52.4

　　92　その他の事業サービス業 305 275 30 -0.7 7.4 -41.2

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 119 70 49 15.5 20.7 8.9

6,871 6,069 802 -4.7 -5.9 5.1

規 ２９人以下 4,394 3,779 615 -4.1 -7.0 18.0

模 ３０～９９人 1,679 1,581 98 -9.5 -5.7 -45.3

別 １００～２９９人 530 485 45 -6.7 -6.4 -10.0

３００～４９９人 76 57 19 11.8 3.6 46.2

５００～９９９人 91 84 7 35.8 25.4 -

１，０００人以上 101 83 18 46.4 20.3 -

（注）　平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

第３表－２　 産業別、規模別一般新規求人状況（新規学卒者及びパートタイムを除く）
令和元年１０月

全　数 全　数

合　　　　　　　　計
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第４表　一般職業紹介状況（全数）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

項目 月間有効求職者数 月間有効求人数 有効求人倍率 新規求職申込件数 新規求人数 新規求人倍率 就職件数

季調値 原数値 季調値 原数値 季調値 原数値 季調値 原数値 原数値

対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 原数値 対前月 対前年 対前月 対前年 季　節 原数値 対前年

増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 増減率 同　月 増減率 同　月 調整値 同　月

年月 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％ ％ ％ ％ 倍 倍 ％

平成26年 ― ▲ 7.1 ― 7.1 ― 0.80 ― ▲ 7.3 ― 4.7 ― 1.15 ▲ 3.0

平成27年 ― ▲ 6.6 ― 6.7 ― 0.91 ― ▲ 5.8 ― 5.0 ― 1.28 ▲ 5.9

平成28年 ― ▲ 9.0 ― 8.4 ― 1.08 ― ▲ 10.2 ― 5.9 ― 1.51 ▲ 7.0

平成29年 ― ▲ 5.5 ― 7.9 ― 1.24 ― ▲ 6.2 ― 6.4 ― 1.71 ▲ 4.2

平成30年 ― ▲ 3.6 ― 1.2 ― 1.30 ― ▲ 6.0 ― ▲ 1.2 ― 1.80 ▲ 7.3

平成26年度 ― ▲ 7.3 ― 3.9 ― 0.81 ― ▲ 6.8 ― 1.6 ― 1.16 ▲ 4.3

平成27年度 ― ▲ 7.5 ― 8.4 ― 0.95 ― ▲ 7.9 ― 6.7 ― 1.34 ▲ 6.7

平成28年度 ― ▲ 9.0 ― 8.4 ― 1.13 ― ▲ 9.2 ― 6.1 ― 1.57 ▲ 7.4

平成29年度 ― ▲ 5.0 ― 6.5 ― 1.27 ― ▲ 6.7 ― 4.3 ― 1.75 ▲ 5.2

平成30年度 ― ▲ 2.8 ― ▲ 0.3 ― 1.30 ― ▲ 5.7 ― ▲ 2.3 ― 1.82 ▲ 6.3

30年 1月 ▲ 0.4 ▲ 6.0 ▲ 0.1 4.5 1.31 1.14 ▲ 0.0 ▲ 7.1 ▲ 5.8 ▲ 2.7 1.79 1.44 ▲ 6.7

2月 ▲ 0.1 ▲ 6.8 ▲ 0.2 3.6 1.31 1.28 0.6 ▲ 13.1 2.5 3.1 1.82 1.84 ▲ 16.9

3月 0.1 ▲ 5.9 0.2 2.2 1.31 1.31 0.4 ▲ 7.6 ▲ 1.2 ▲ 1.0 1.80 1.73 ▲ 6.8

4月 0.2 ▲ 5.3 ▲ 0.9 1.5 1.30 1.22 ▲ 0.1 ▲ 5.6 ▲ 1.3 ▲ 0.2 1.77 1.44 ▲ 9.7

5月 0.6 ▲ 2.6 0.5 2.6 1.29 1.23 1.5 ▲ 0.5 1.4 1.1 1.77 1.74 0.0

6月 ▲ 0.0 ▲ 3.3 ▲ 0.7 21.1 1.29 1.25 ▲ 3.4 ▲ 8.8 ▲ 2.4 ▲ 3.7 1.79 1.99 ▲ 10.9

7月 ▲ 0.5 ▲ 2.8 0.2 0.1 1.29 1.29 0.8 ▲ 4.8 0.3 ▲ 2.8 1.78 1.94 ▲ 0.5

8月 0.3 ▲ 4.2 ▲ 0.2 ▲ 1.6 1.30 1.37 ▲ 0.0 ▲ 6.6 1.9 ▲ 0.7 1.82 2.20 ▲ 11.9

9月 0.2 ▲ 3.7 ▲ 0.5 ▲ 2.5 1.29 1.43 ▲ 1.6 ▲ 12.8 ▲ 1.9 ▲ 4.7 1.81 2.32 ▲ 13.7

10月 0.2 ▲ 0.8 1.0 1.5 1.30 1.47 3.5 3.5 ▲ 0.5 4.1 1.74 2.09 ▲ 2.5

11月 0.2 ▲ 0.2 2.0 3.2 1.32 1.44 ▲ 2.1 ▲ 1.9 5.8 2.4 1.88 2.08 4.0

12月 ▲ 0.4 ▲ 0.8 ▲ 1.2 ▲ 0.2 1.31 1.22 ▲ 1.6 ▲ 5.0 ▲ 6.3 ▲ 9.7 1.79 1.27 ▲ 10.3

31年 1月 ▲ 3.0 ▲ 3.2 ▲ 0.2 0.2 1.35 1.18 ▲ 6.8 ▲ 8.7 3.4 0.6 1.99 1.59 ▲ 4.9

2月 1.3 ▲ 1.7 ▲ 2.9 ▲ 2.8 1.29 1.27 7.1 ▲ 3.2 ▲ 4.3 ▲ 5.8 1.78 1.80 ▲ 5.6

3月 ▲ 1.2 ▲ 3.8 ▲ 3.7 ▲ 4.6 1.26 1.30 ▲ 6.1 ▲ 11.8 ▲ 8.3 ▲ 8.8 1.74 1.79 ▲ 7.3

4月 ▲ 1.8 ▲ 4.7 0.5 ▲ 5.0 1.29 1.21 ▲ 0.9 ▲ 8.2 3.8 ▲ 8.1 1.82 1.45 ▲ 2.7

元年 5月 1.3 ▲ 5.2 ▲ 3.7 ▲ 9.0 1.23 1.18 12.6 ▲ 6.0 ▲ 0.6 ▲ 12.1 1.61 1.63 ▲ 11.5

6月 2.7 ▲ 1.9 1.7 ▲ 7.2 1.21 1.19 0.1 ▲ 1.1 ▲ 1.6 ▲ 9.6 1.58 1.82 ▲ 7.2

7月 0.9 0.4 ▲ 0.1 ▲ 6.5 1.20 1.20 ▲ 3.6 2.6 3.2 ▲ 4.0 1.69 1.82 1.4

8月 ▲ 0.2 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 9.1 1.20 1.25 ▲ 3.3 ▲ 8.8 ▲ 2.7 ▲ 13.8 1.70 2.08 ▲ 1.3

9月 ▲ 0.8 ▲ 0.3 0.7 ▲ 6.4 1.22 1.34 ▲ 0.1 0.3 ▲ 1.3 ▲ 7.9 1.68 2.13 0.6

10月 ▲ 0.4 ▲ 2.3 ▲ 2.3 ▲ 9.9 1.19 1.35 ▲ 0.0 ▲ 10.2 3.7 ▲ 8.3 1.75 2.13 ▲ 5.0

11月

12月

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、平成30年12月以前の数値は新季節指数により改訂されて

　　　　いる。

       2. ▲は減少である。

令和元年１０月
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【参考】　一般職業紹介状況（全数）（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

有効求人倍率 新規求人倍率

季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値 季節調整値 前月比 季節調整値 前月比 季節調整値

３０年 　１月 30,797 ▲ 0.1 23,493 ▲ 0.4 1.31 11,335 ▲ 5.8 6,329 ▲ 0.0 1.79

　２月 30,733 ▲ 0.2 23,464 ▲ 0.1 1.31 11,620 2.5 6,369 0.6 1.82

　３月 30,792 0.2 23,493 0.1 1.31 11,475 ▲ 1.2 6,392 0.4 1.80

　４月 30,521 ▲ 0.9 23,542 0.2 1.30 11,324 ▲ 1.3 6,383 ▲ 0.1 1.77

　５月 30,663 0.5 23,686 0.6 1.29 11,478 1.4 6,480 1.5 1.77

　６月 30,450 ▲ 0.7 23,680 ▲ 0.0 1.29 11,200 ▲ 2.4 6,262 ▲ 3.4 1.79

　７月 30,496 0.2 23,570 ▲ 0.5 1.29 11,239 0.3 6,309 0.8 1.78

　８月 30,430 ▲ 0.2 23,488 ▲ 0.3 1.30 11,453 1.9 6,307 ▲ 0.0 1.82

　９月 30,285 ▲ 0.5 23,535 0.2 1.29 11,231 ▲ 1.9 6,203 ▲ 1.6 1.81

１０月 30,587 1.0 23,591 0.2 1.30 11,178 ▲ 0.5 6,419 3.5 1.74

１１月 31,195 2.0 23,629 0.2 1.32 11,824 5.8 6,284 ▲ 2.1 1.88

１２月 30,836 ▲ 1.2 23,527 ▲ 0.4 1.31 11,082 ▲ 6.3 6,184 ▲ 1.6 1.79

３１年 　１月 30,773 ▲ 0.2 22,811 ▲ 3.0 1.35 11,464 3.4 5,764 ▲ 6.8 1.99

　２月 29,886 ▲ 2.9 23,110 1.3 1.29 10,971 ▲ 4.3 6,173 7.1 1.78

　３月 28,787 ▲ 3.7 22,835 ▲ 1.2 1.26 10,059 ▲ 8.3 5,794 ▲ 6.1 1.74

　４月 28,941 0.5 22,425 ▲ 1.8 1.29 10,438 3.8 5,739 ▲ 0.9 1.82

元　年 　５月 27,863 ▲ 3.7 22,724 1.3 1.23 10,379 ▲ 0.6 6,460 12.6 1.61

　６月 28,345 1.7 23,348 2.7 1.21 10,217 ▲ 1.6 6,466 0.1 1.58

　７月 28,326 ▲ 0.1 23,557 0.9 1.20 10,548 3.2 6,232 ▲ 3.6 1.69

　８月 28,165 ▲ 0.6 23,500 ▲ 0.2 1.20 10,268 ▲ 2.7 6,026 ▲ 3.3 1.70

　９月 28,362 0.7 23,315 ▲ 0.8 1.22 10,134 ▲ 1.3 6,018 ▲ 0.1 1.68

１０月 27,709 ▲ 2.3 23,224 ▲ 0.4 1.19 10,508 3.7 6,017 ▲ 0.0 1.75

１１月

１２月

 （注）　季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、平成30年12月以前の数値は新季節指数により改訂されてい

　　　 る。

令和元年１０月

月間有効求人数 月間有効求職者数 新規求人数 新規求職申込件数
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28,421 ▲ 1,846 ▲ 6.1 8,915 ▲ 243 ▲ 2.7 17,544 ▲ 1,312 ▲ 7.0 4,921 ▲ 654 ▲ 11.7 11,926 ▲ 621 ▲ 4.9 241 ▲ 43 ▲ 15.1 1,962 ▲ 291 ▲ 12.9
26,197 ▲ 2,224 ▲ 7.8 8,463 ▲ 452 ▲ 5.1 16,070 ▲ 1,474 ▲ 8.4 4,209 ▲ 712 ▲ 14.5 11,114 ▲ 812 ▲ 6.8 205 ▲ 36 ▲ 14.9 1,664 ▲ 298 ▲ 15.2
24,900 ▲ 1,297 ▲ 5.0 7,859 ▲ 604 ▲ 7.1 15,397 ▲ 673 ▲ 4.2 3,885 ▲ 324 ▲ 7.7 10,751 ▲ 363 ▲ 3.3 228 23 11.2 1,644 ▲ 20 ▲ 1.2

平成29年 4月 5,231 ▲ 405 ▲ 7.2 1,245 31 2.6 3,622 ▲ 396 ▲ 9.9 1,245 ▲ 238 ▲ 16.0 2,153 ▲ 145 ▲ 6.3 39 ▲ 19 ▲ 32.8 364 ▲ 40 ▲ 9.9
5月 4,166 ▲ 278 ▲ 6.3 1,215 ▲ 73 ▲ 5.7 2,636 ▲ 191 ▲ 6.8 808 ▲ 33 ▲ 3.9 1,737 ▲ 151 ▲ 8.0 34 ▲ 2 ▲ 5.6 315 ▲ 14 ▲ 4.3
6月 3,801 ▲ 306 ▲ 7.5 1,289 ▲ 49 ▲ 3.7 2,261 ▲ 208 ▲ 8.4 609 ▲ 112 ▲ 15.5 1,571 ▲ 98 ▲ 5.9 43 2 4.9 251 ▲ 49 ▲ 16.3
7月 3,722 ▲ 76 ▲ 2.0 1,232 3 0.2 2,237 ▲ 51 ▲ 2.2 602 ▲ 51 ▲ 7.8 1,556 1 0.1 27 ▲ 10 ▲ 27.0 253 ▲ 28 ▲ 10.0
8月 3,828 ▲ 110 ▲ 2.8 1,318 11 0.8 2,229 ▲ 70 ▲ 3.0 503 ▲ 107 ▲ 17.5 1,653 34 2.1 34 0 0.0 281 ▲ 51 ▲ 15.4
9月 3,922 ▲ 395 ▲ 9.1 1,377 ▲ 125 ▲ 8.3 2,299 ▲ 217 ▲ 8.6 548 ▲ 75 ▲ 12.0 1,682 ▲ 128 ▲ 7.1 32 ▲ 7 ▲ 17.9 246 ▲ 53 ▲ 17.7

10月 3,751 ▲ 276 ▲ 6.9 1,239 ▲ 41 ▲ 3.2 2,260 ▲ 179 ▲ 7.3 606 ▲ 38 ▲ 5.9 1,574 ▲ 134 ▲ 7.8 32 ▲ 7 ▲ 17.9 252 ▲ 56 ▲ 18.2
11月 3,320 ▲ 229 ▲ 6.5 1,086 ▲ 75 ▲ 6.5 2,034 ▲ 112 ▲ 5.2 508 ▲ 75 ▲ 12.9 1,452 ▲ 27 ▲ 1.8 39 ▲ 5 ▲ 11.4 200 ▲ 42 ▲ 17.4
12月 2,930 ▲ 358 ▲ 10.9 982 ▲ 130 ▲ 11.7 1,747 ▲ 250 ▲ 12.5 556 ▲ 128 ▲ 18.7 1,121 ▲ 124 ▲ 10.0 32 1 3.2 201 22 12.3

平成30年 1月 4,143 ▲ 329 ▲ 7.4 1,537 ▲ 47 ▲ 3.0 2,362 ▲ 285 ▲ 10.8 683 ▲ 138 ▲ 16.8 1,602 ▲ 136 ▲ 7.8 43 8 22.9 244 3 1.2
2月 4,034 ▲ 587 ▲ 12.7 1,696 ▲ 314 ▲ 15.6 1,956 ▲ 374 ▲ 16.1 524 ▲ 272 ▲ 34.2 1,361 ▲ 112 ▲ 7.6 32 11 52.4 382 101 35.9
3月 4,574 ▲ 417 ▲ 8.4 1,780 ▲ 139 ▲ 7.2 2,475 ▲ 214 ▲ 8.0 687 ▲ 163 ▲ 19.2 1,705 ▲ 39 ▲ 2.2 51 ▲ 2 ▲ 3.8 319 ▲ 64 ▲ 16.7

平成30年 4月 4,715 ▲ 516 ▲ 9.9 1,146 ▲ 99 ▲ 8.0 3,300 ▲ 322 ▲ 8.9 1,159 ▲ 86 ▲ 6.9 1,927 ▲ 226 ▲ 10.5 27 ▲ 12 ▲ 30.8 269 ▲ 95 ▲ 26.1
5月 3,981 ▲ 185 ▲ 4.4 1,257 42 3.5 2,503 ▲ 133 ▲ 5.0 647 ▲ 161 ▲ 19.9 1,728 ▲ 9 ▲ 0.5 36 2 5.9 221 ▲ 94 ▲ 29.8
6月 3,374 ▲ 427 ▲ 11.2 1,241 ▲ 48 ▲ 3.7 1,904 ▲ 357 ▲ 15.8 438 ▲ 171 ▲ 28.1 1,375 ▲ 196 ▲ 12.5 39 ▲ 4 ▲ 9.3 229 ▲ 22 ▲ 8.8
7月 3,456 ▲ 266 ▲ 7.1 1,169 ▲ 63 ▲ 5.1 2,041 ▲ 196 ▲ 8.8 493 ▲ 109 ▲ 18.1 1,466 ▲ 90 ▲ 5.8 28 1 3.7 246 ▲ 7 ▲ 2.8
8月 3,536 ▲ 292 ▲ 7.6 1,199 ▲ 119 ▲ 9.0 2,090 ▲ 139 ▲ 6.2 461 ▲ 42 ▲ 8.3 1,559 ▲ 94 ▲ 5.7 17 ▲ 17 ▲ 50.0 247 ▲ 34 ▲ 12.1
9月 3,339 ▲ 583 ▲ 14.9 1,202 ▲ 175 ▲ 12.7 1,937 ▲ 362 ▲ 15.7 426 ▲ 122 ▲ 22.3 1,443 ▲ 239 ▲ 14.2 30 ▲ 2 ▲ 6.3 200 ▲ 46 ▲ 18.7

10月 3,796 45 1.2 1,249 10 0.8 2,295 35 1.5 585 ▲ 21 ▲ 3.5 1,616 42 2.7 28 ▲ 4 ▲ 12.5 252 0 0.0
11月 3,227 ▲ 93 ▲ 2.8 1,123 37 3.4 1,897 ▲ 137 ▲ 6.7 459 ▲ 49 ▲ 9.6 1,358 ▲ 94 ▲ 6.5 26 ▲ 13 ▲ 33.3 207 7 3.5
12月 2,853 ▲ 77 ▲ 2.6 1,022 40 4.1 1,655 ▲ 92 ▲ 5.3 518 ▲ 38 ▲ 6.8 1,065 ▲ 56 ▲ 5.0 28 ▲ 4 ▲ 12.5 176 ▲ 25 ▲ 12.4

平成31年 1月 3,800 ▲ 343 ▲ 8.3 1,341 ▲ 196 ▲ 12.8 2,235 ▲ 127 ▲ 5.4 588 ▲ 95 ▲ 13.9 1,547 ▲ 55 ▲ 3.4 41 ▲ 2 ▲ 4.7 224 ▲ 20 ▲ 8.2
2月 3,838 ▲ 196 ▲ 4.9 1,686 ▲ 10 ▲ 0.6 1,902 ▲ 54 ▲ 2.8 417 ▲ 107 ▲ 20.4 1,402 41 3.0 37 5 15.6 250 ▲ 132 ▲ 34.6
3月 4,010 ▲ 564 ▲ 12.3 1,588 ▲ 192 ▲ 10.8 2,093 ▲ 382 ▲ 15.4 532 ▲ 155 ▲ 22.6 1,472 ▲ 233 ▲ 13.7 38 ▲ 13 ▲ 25.5 329 10 3.1

平成31年 4月 4,373 ▲ 342 ▲ 7.3 1,056 ▲ 90 ▲ 7.9 3,032 ▲ 268 ▲ 8.1 932 ▲ 227 ▲ 19.6 1,886 ▲ 41 ▲ 2.1 24 ▲ 3 ▲ 11.1 285 16 5.9
5月 3,791 ▲ 190 ▲ 4.8 1,158 ▲ 99 ▲ 7.9 2,399 ▲ 104 ▲ 4.2 622 ▲ 25 ▲ 3.9 1,655 ▲ 73 ▲ 4.2 34 ▲ 2 ▲ 5.6 234 13 5.9
6月 3,299 ▲ 75 ▲ 2.2 1,098 ▲ 143 ▲ 11.5 1,985 81 4.3 498 60 13.7 1,394 19 1.4 35 ▲ 4 ▲ 10.3 216 ▲ 13 ▲ 5.7
7月 3,551 95 2.7 1,180 11 0.9 2,086 45 2.2 505 12 2.4 1,479 13 0.9 40 12 42.9 285 39 15.9
8月 3,181 ▲ 355 ▲ 10.0 1,104 ▲ 95 ▲ 7.9 1,865 ▲ 225 ▲ 10.8 407 ▲ 54 ▲ 11.7 1,384 ▲ 175 ▲ 11.2 30 13 76.5 212 ▲ 35 ▲ 14.2
9月 3,286 ▲ 53 ▲ 1.6 1,143 ▲ 59 ▲ 4.9 1,937 0 0.0 420 ▲ 6 ▲ 1.4 1,450 7 0.5 29 ▲ 1 ▲ 3.3 206 6 3.0

10月 3,419 ▲ 377 ▲ 9.9 1,120 ▲ 129 ▲ 10.3 2,093 ▲ 202 ▲ 8.8 501 ▲ 84 ▲ 14.4 1,503 ▲ 113 ▲ 7.0 36 8 28.6 206 ▲ 46 ▲ 18.3
11月
12月

令和2年 1月
2月
3月

（注）離職者の内訳には、上記理由以外に「定年退職者」、「離職理由不明」があります。

平成31年度

求職者数

10月累計年度欄は

　　　　　　区分

　年度・月 求職者数
前年同月
増減差

在職者 離職者

求職者数
前年同月
増減差

前年同月
増減比

求職者数

常用求職者

平成29年度
平成30年度

前年同月
増減差

前年同月
増減比

理由別新規常用求職者数の推移（パートを除く）

求職者数
前年同月
増減差

前年同月
増減比

求職者数

うち自営・その他

前年同月
増減比

前年同月
増減差

前年同月
増減比

前年同月
増減差

前年同月
増減比

無業者
うち事業主都合 うち自己都合

前年同月
増減比

求職者数
前年同月
増減差
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正社員の職業紹介状況

計 正社員 非正社員 計 正社員 非正社員 計 正社員 非正社員

29年度 137,575 53,862 83,713 29,477 11,434 18,043 21.4 21.2 21.6

30年度 134,346 54,870 79,476 27,691 11,149 16,542 20.6 20.3 20.8

H30.10 11,899 4,792 7,107 2,431 998 1,433 20.4 20.8 20.2

H30.11 11,269 4,460 6,809 2,357 929 1,428 20.9 20.8 21.0

H30.12 9,298 4,181 5,117 1,818 676 1,142 19.6 16.2 22.3

H31.01 11,475 4,616 6,859 1,722 705 1,017 15.0 15.3 14.8

H31.02 10,982 4,561 6,421 2,061 915 1,146 18.8 20.1 17.8

H31.03 11,015 4,479 6,536 3,092 1,157 1,935 28.1 25.8 29.6

H31.04 10,480 4,641 5,839 2,544 999 1,545 24.3 21.5 26.5

R01.05 10,054 4,307 5,747 2,450 999 1,451 24.4 23.2 25.2

R01.06 10,073 4,281 5,792 2,282 905 1,377 22.7 21.1 23.8

R01.07 10,693 4,640 6,053 2,304 978 1,326 21.5 21.1 21.9

R01.08 10,157 4,332 5,825 1,955 854 1,101 19.2 19.7 18.9

R01.09 10,597 4,399 6,198 2,125 876 1,249 20.1 19.9 20.2

R01.10 10,906 4,595 6,311 2,290 929 1,361 21.0 20.2 21.6

新規求職者数 有効求職者数 有効求人倍率 就職率

計 正社員 構成比 非正社員 構成比 一般常用 一般常用 正社員 正社員

29年度 366,519 147,259 40.2 219,260 59.8 47,422 183,260 0.80 25.2

30年度 365,540 154,915 42.4 210,625 57.6 43,925 172,589 0.90 26.5

H30.10 32,211 13,457 41.8 18,754 58.2 3,796 14,309 0.94 27.7

H30.11 31,581 13,087 41.4 18,494 58.6 3,227 13,697 0.96 30.2

H30.12 28,930 12,511 43.2 16,419 56.8 2,853 12,862 0.97 25.8

H31.01 29,394 12,636 43.0 16,758 57.0 3,800 13,215 0.96 19.3

H31.02 29,566 12,877 43.6 16,689 56.4 3,838 14,058 0.92 24.7

H31.03 30,379 12,916 42.5 17,463 57.5 4,010 14,797 0.87 29.7

H31.04 29,074 12,789 44.0 16,285 56.0 4,373 15,110 0.85 24.1

R01.05 28,264 12,504 44.2 15,760 55.8 3,791 14,939 0.84 27.6

R01.06 27,945 12,452 44.6 15,493 55.4 3,299 14,404 0.86 28.5

R01.07 28,139 12,576 44.7 15,563 55.3 3,441 14,296 0.88 29.6

R01.08 27,875 12,329 44.2 15,546 55.8 3,181 13,838 0.89 28.1

R01.09 28,986 12,578 43.4 16,408 56.6 3,286 13,818 0.91 28.2

R01.10 29,009 12,672 43.7 16,337 56.3 3,419 13,817 0.92 29.1

計 正社員 非正社員 計 正社員 非正社員 計 正社員 非正社員

29年度 88,549 38,958 49,591 31,196 11,935 19,261 100.0 39.2 60.8

30年度 80,147 35,836 44,311 29,242 11,646 17,596 100.0 40.8 59.2

H30.10 7,185 3,052 4,133 2,607 1,051 1,556 100.0 40.3 59.7

H30.11 6,004 2,633 3,371 2,502 976 1,526 100.0 39.6 60.4

H30.12 4,784 2,061 2,723 1,950 735 1,215 100.0 45.0 55.0

H31.01 6,037 2,831 3,206 1,812 732 1,080 100.0 40.2 59.8

H31.02 7,009 3,153 3,856 2,159 947 1,212 100.0 41.5 58.5

H31.03 8,004 3,406 4,598 3,206 1,191 2,015 100.0 40.7 59.3

H31.04 6,740 3,150 3,590 2,688 1,053 1,635 100.0 44.3 55.7

R01.05 6,657 3,008 3,649 2,569 1,047 1,522 100.0 42.8 57.2

R01.06 6,486 3,064 3,422 2,395 939 1,456 100.0 42.5 57.5

R01.07 6,408 3,125 3,283 2,428 1,020 1,408 100.0 43.4 56.6

R01.08 5,511 2,674 2,837 2,080 895 1,185 100.0 42.7 57.3

R01.09 6,239 2,850 3,389 2,269 927 1,342 100.0 41.5 58.5

R01.10 6,613 2,899 3,714 2,476 996 1,480 100.0 42.1 57.9

（注） 1.正社員有効求人倍率=正社員有効求人数/常用フルタイム有効求職者数。

2.充足率=充足数/新規求人数×100 3.就職率＝就職件数/新規求職者数×100

4.「非正社員」とは、パートタイム労働者、派遣労働者、臨時・季節労働者、契約社員、準社員、嘱託等の正社員・正職員でない者。

青森労働局

紹介件数 就職数 新規求人数に占める正社員の構成比

新規求人数 充足数 充足率

有効求人数
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      組を行っています。

　 〇ハローワークでは、今後も求職者の方への就職支援、人材を確保したい企業の求人充足対策などを中心に各

　　　種サービスを展開し、ハローワークに対する信頼確保に努めます。

   〇令和元年度における主要指標の目標及び実績は以下のとおりです。

元年度
目標

10月実
績

累計 進捗率
元年度
目標

10月実
績

累計 進捗率
元年度
目標

9月実績 累計 進捗率

局　計 24,407 2,132 14,916 61.1% 23,300 2,009 14,210 61.0% 7,117 615 4,204 59.1%

青森所 5,594 479 3,281 58.7% 5,656 479 3,380 59.8% 2,031 199 1,218 60.0%

八戸所 5,484 561 3,594 65.5% 5,302 526 3,410 64.3% 1,597 103 880 55.1%

弘前所 4,542 371 2,770 61.0% 4,943 426 3,044 61.6% 1,164 106 745 64.0%

むつ所 1,126 104 728 64.7% 1,038 76 614 59.2% 325 31 202 62.2%

野辺地所 791 60 478 60.4% 888 82 574 64.6% 226 17 145 64.2%

五所川原所 2,339 176 1,322 56.5% 1,883 142 1,029 54.6% 660 79 381 57.7%

三沢所 2,998 262 1,843 61.5% 2,672 214 1,564 58.5% 729 57 424 58.2%

黒石所 1,533 119 900 58.7% 918 64 595 64.8% 385 23 209 54.3%

①就職件数とは、ハローワークの職業紹介により就職（臨時を除く。）した件数をいう。

③雇用保険受給者の早期再就職件数とは、雇用保険の基本手当を所定給付日数の３分の２以上残して再就職した件数をいう。

　　労働局全体で、上記の３指標とも、10月末時点（③については9月末時点）での目標とする進捗率を達成しており、順調に推移し

　ています。

　　　※目標とする進捗率・・・①及び②は7月／12月＝58.3％、③は6月／12月＝50.0％。

　　　  　 なお、雇用保険受給者の早期再就職件数については、実績が1か月遅れとなっています。

②充足件数とは、ハローワークで受理した求人に対して、ハローワークの職業紹介により採用（臨時を除く。）された件数をいう。

参考資料

   〇ハローワークでは、全国的な取組として、マッチング機能の強化を図る取組の一環として、主要業務の評価・取

令和元年度青森労働局管内のハローワークのマッチング機能に関する業務の実績　

主　　　　　要　　　　　指　　　　　標

①就職件数 ②充足件数
③雇用保険受給者の

早期再就職件数
事業内容

（１０月分）


